
告 示

�愛媛県告示第２４７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルヨシセンター西条店 西条市喜多川字土居
部３９４番地 外 駐輪場の位置及び台数

店舗棟西側
１箇所
５２台

店舗棟西側
２箇所
８７台

平成２１年
２月２７日
（ただし、
軽微変更
認定後）

平成２１年
２月１６日

荷さばき施設の位置及び面積
店舗棟東側
１箇所
１６９．００�

店舗棟南西側
２箇所
２１７．７３�

廃棄物保管施設の容量 ６４．８０� ６５．６４�

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第２４８号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２１年１月２６日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年６厘５毛 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年７厘

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

年１分２厘５

毛

年６厘５毛 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

年１分２厘５

毛

年７厘

愛 媛 県 報平成２１年２月２７日 第２０４３号
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�������
�愛媛県告示第２４９号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

南宇和郡愛南町柏１０７５（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

林道用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び愛南町役場に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２５０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、四国中央市役所におい

て告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができ

る。

平成２１年２月２７日

三島川之江港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

四国中央市

四国中央市三島宮川４丁目６番５５号

代表者 四国中央市長 井原 巧

四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

２ 埋立区域

� 位置

ア ２－２工区

四国中央市三島中央１丁目字陣屋１９３０番１５から同市三島中

央１丁目字陣屋１９３０番５７、同市三島中央１丁目字陣屋１９３０番

６を経て同市三島中央１丁目字中ノ丁番外５３２番６に至る間

の地先公有水面

イ ２－３工区

四国中央市三島中央１丁目字陣屋１９３０番１５から同市三島中

央１丁目字陣屋１９３０番５７に至る間の地先公有水面

ウ ３－２工区

四国中央市三島中央１丁目字陣屋１９３０番１５から同市三島中

央１丁目字陣屋１９３０番５７、同市三島中央１丁目字陣屋１９３０番

６を経て同市三島中央１丁目字中ノ丁番外５３２番６に至る間

の地先公有水面

エ ３－３工区

四国中央市三島中央１丁目字陣屋１９３０番１５から同市三島中

央１丁目字陣屋１９３０番５７、同市三島中央１丁目字陣屋１９３０番

６を経て同市三島中央１丁目字中ノ丁番外５３２番６に至る間

の地先公有水面

オ ３－５工区

四国中央市三島中央１丁目字陣屋１９３０番１５の地先公有水面

� 区域

ア ２－２工区

次の各地点を順次に結んだ線及び２５の地点と２４の地点を結

んだ線により囲まれた区域

基点（四国中央市三島宮川４丁目八幡池四等三角点）は、

北緯３３度５８分５０秒７２９９、東経１３３度３２分５７秒８２０９の地点

２５の地点は、基点から真北３１９度４５分２６秒１，２１６．５２メート

ルの地点

２６の地点は、２５の地点から真北１７４度５５分３９秒４３．１４メー

トルの地点

２７の地点は、２６の地点から真北２２０度０２分０６秒１８０．９２メー

トルの地点

１６の地点は、２７の地点から真北３１０度００分１６秒２２３．６３メー

トルの地点

４０の地点は、１６の地点から真北３１０度００分１５秒２６５．８９メー

トルの地点

２４の地点は、４０の地点から真北４０度００分２４秒２１１．３５メート

ルの地点

イ ２－３工区

次の各地点を順次に結んだ線及び１６の地点と４０の地点を結

んだ線により囲まれた区域

基点（四国中央市三島宮川４丁目八幡池四等三角点）は、

北緯３３度５８分５０秒７２９９、東経１３３度３２分５７秒８２０９の地点

１６の地点は、基点から真北３０９度４７分００秒１，３９１．７７メート

ルの地点

２９の地点は、１６の地点から真北２１９度５９分０５秒１６．２５メー

トルの地点

３の地点は、２９の地点から真北２１９度５９分０４秒２０．０１メー

トルの地点

４の地点は、３の地点から真北２１９度５９分０４秒２４５．９９メー

トルの地点

５の地点は、４の地点から真北３１０度００分１７秒２６６．００メー

トルの地点

４０の地点は、５の地点から真北４０度００分２５秒２８２．２５メート

ルの地点

ウ ３－２工区

次の各地点のうち３０の地点から１１の地点までを順次に結ん

だ線及び１１の地点と３０の地点を結ぶ平成８年の秋分の満潮位

（Ｄ．Ｌ．＋３．６６メートル）における公有水面と西防波堤と

の境界線により囲まれた区域

基点（四国中央市三島宮川４丁目八幡池四等三角点）は、

られるものに

限る。）

られるものに

限る。）

７ 省略 ７ 省略

愛 媛 県 報平成２１年２月２７日 第２０４３号
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北緯３３度５８分５０秒７２９９、東経１３３度３２分５７秒８２０９の地点

３０の地点は、基点から真北３１２度５６分４１秒９３６．７４メートル

の地点

３１の地点は、３０の地点から真北２９３度４９分３７秒１８．９１メー

トルの地点

３２の地点は、３１の地点から真北２８５度２１分１９秒１０９．４６メー

トルの地点

３３の地点は、３２の地点から真北３１０度００分１８秒７７．７８メー

トルの地点

３４の地点は、３３の地点から真北３５５度００分２８秒２９．３３メー

トルの地点

８の地点は、３４の地点から真北３９度５９分２５秒２０３．６０メート

ルの地点

９の地点は、８の地点から真北１３０度０２分２７秒１９５．８２メー

トルの地点

１０の地点は、９の地点から真北２１９度３４分４５秒１．６８メート

ルの地点

１１の地点は、１０の地点から真北３０１度３８分４０秒６．６１メート

ルの地点

エ ３－３工区

次の各地点のうち２８の地点から２７の地点までを順次に結ん

だ線及び２８の地点と２７の地点を結んだ線により囲まれた区域

基点（四国中央市三島宮川４丁目八幡池四等三角点）は、

北緯３３度５８分５０秒７２９９、東経１３３度３２分５７秒８２０９の地点

２８の地点は、基点から真北３０８度５６分４０秒１，１６８．３４メート

ルの地点

２９の地点は、２８の地点から真北３１０度００分１５秒２２３．６１メー

トルの地点

１６の地点は、２９の地点から真北３９度５９分０５秒１６．２５メート

ルの地点

２７の地点は、１６の地点から真北１３０度００分１６秒２２３．６３メー

トルの地点

オ ３－５工区

次の各地点のうち２０の地点から３５の地点までを順次に結ん

だ線、３５の地点と１５の地点を結んだ線及び２０の地点と１５の地

点を結ぶ昭和４６年５月１７日付け愛媛県指令港第２８８号で竣功

認可された埋立地と公有水面との境界線（Ｄ．Ｌ．＋３．８０メ

ートルにより決定）により囲まれた区域

基点（四国中央市三島宮川４丁目八幡池四等三角点）は、

北緯３３度５８分５０秒７２９９、東経１３３度３２分５７秒８２０９の地点

２０の地点は、基点から真北３０４度１１分４０秒９６２．６０メートル

の地点

１９の地点は、２０の地点から真北４０度００分１８秒５５．８３メート

ルの地点

２の地点は、１９の地点から真北３１０度００分１８秒８８．００メー

トルの地点

３の地点は、２の地点から真北３１０度００分１３秒３４６．０９メー

トルの地点

２９の地点は、３の地点から真北３９度５９分０４秒２０．０１メート

ルの地点

２８の地点は、２９の地点から真北１３０度００分１５秒２２３．６１メー

トルの地点

３９の地点は、２８の地点から真北１３０度００分３４秒２３５．６８メー

トルの地点

３８の地点は、３９の地点から真北１３１度１４分２９秒１０．００メー

トルの地点

３７の地点は、３８の地点から真北１３３度３３分２７秒１０．００メー

トルの地点

３６の地点は、３７の地点から真北１３５度５５分５５秒１０．００メー

トルの地点

３５の地点は、３６の地点から真北１３８度１９分４６秒１０．２８メー

トルの地点

１５の地点は、３５の地点から真北１７９度３６分１７秒０．１５メート

ルの地点

� 面積

ア ２－２工区 １０３，０１２．８８平方メートル

イ ２－３工区 ７５，０６３．４２平方メートル

ウ ３－２工区 ４２，７６７．０１平方メートル

エ ３－３工区 ３，６３３．７８平方メートル

オ ３－５工区 １０，８６１．６４平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成９年３月１３日 愛媛県指令８港第５４８号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年２月２７日

�������
�愛媛県告示第２５１号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２６条第２項の規定により、

次のとおり建築士事務所の監督処分を行った。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 監督処分をした年月日

平成２１年２月２０日

２ 監督処分を受けた建築士事務所

� 名称及び所在地

本田建築設計工房

松山市東石井七丁目７番２０号

� 開設者の氏名

本田讓治

� 一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所

の別

一級建築士事務所

� 登録番号

愛媛県知事登録第１３０９号

３ 監督処分の内容

平成２１年４月１日から１月間の建築士事務所の閉鎖

４ 監督処分の原因となった事実

建築士事務所を管理する建築士が建築物の安全性の確保を図る

ための建築基準法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第９２号）

附則第４条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる

場合における同法による改正前の建築士法第１０条第１項の規定に

よる処分を受けたこと。

�������
�愛媛県告示第２５２号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２６条第２項の規定により、

次のとおり建築士事務所の監督処分を行った。

愛 媛 県 報平成２１年２月２７日 第２０４３号
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平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 監督処分をした年月日

平成２１年２月２０日

２ 監督処分を受けた建築士事務所

� 名称及び所在地

有限会社松下建築構造事務所

伊予郡松前町大字筒井９６４番地２

� 開設者の名称及びその代表者の氏名

有限会社松下建築構造事務所 代表取締役 松下弘

� 一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所

の別

一級建築士事務所

� 登録番号

愛媛県知事登録第２０８０号

３ 監督処分の内容

平成２１年４月１日から１月間の建築士事務所の閉鎖

４ 監督処分の原因となった事実

建築士事務所を管理する建築士が建築物の安全性の確保を図る

ための建築基準法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第９２号）

附則第４条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる

場合における同法による改正前の建築士法第１０条第１項の規定に

よる処分を受けたこと。

�������
�愛媛県告示第２５３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県四国中央保健所及び四国中央市役所において告示

の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県四国中央保健所長 河 野 英 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

愛媛製紙株式会社

四国中央市村松町３７０番地

代表取締役 井川 和永

２ 事業場の名称及び所在地

愛媛製紙株式会社

四国中央市村松町３７０番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号チ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法並びに排出水の汚

染状態及び量等の変更

５ 特定施設に関する事項

� ５号抄紙機

� ６号抄紙機

� ７号抄紙機

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式
凝集加圧浮上・凝集
沈殿＋標準活性汚泥
＋凝集加圧浮上・凝
集沈殿＋二層濾過

凝集加圧浮上・凝集
沈殿＋標準活性汚泥
＋凝集加圧浮上・凝
集沈殿＋二層濾過

処 理 施 設 の 構 造
鋼板製・ステンレス
鋼版製及び鉄筋コン
クリート構造

鋼板製・ステンレス
鋼版製及び鉄筋コン
クリート構造

処理施設の主要寸法（単位
メートル）

加圧浮上
直径６．２１
高さ１４．６５ ２基
直径５．８０
高さ２．３０ ３基
直径５．９５
高さ１５．３５ １基

凝集沈殿
直径９．６６
高さ９．１４ ２基

活性汚泥
縦１８．０ 横３６．０
高さ４．０ ２基
縦１６．６ 横１３．４
高さ９．５ ２基

二層ろ過
直径３．６
高さ３．０５ ５基

加圧浮上
直径６．２１
高さ１４．６５ ２基
直径５．８０
高さ２．３０ ３基
直径５．９５
高さ１５．３５ １基

凝集沈殿
直径９．６６
高さ９．１４ ２基

活性汚泥
縦１８．０ 横３６．０
高さ４．０ ２基
縦１６．６ 横１３．４
高さ９．５ ２基

二層ろ過
直径３．６
高さ３．０５ ６基

変 更 前 変 更 後

高濃度
排 水

低濃度
排 水

高濃度
排 水

低濃度
排 水

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３，１６４
最大
４，１００

通常
７５０
最大
８５０

通常
３，１６４
最大
４，１００

通常
１，１４５
最大
１，３００

変 更 前 変 更 後

高濃度
排 水

低濃度
排 水

高濃度
排 水

低濃度
排 水

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３，１６３
最大
４，１００

通常
７５０
最大
８５０

通常
３，１６３
最大
４，１００

通常
１，１４４
最大
１，３００

変 更 前 変 更 後

高濃度排水 低濃度排水

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
５．８～７．６
最大

５．８～７．６

通常
５．８～７．６
最大

５．８～７．６

通常
５．８～７．６
最大

５．８～７．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
４００
最大
５００

通常
３０５
最大
５００

通常
１００
最大
１５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４００
最大
５００

通常
３０５
最大
５００

通常
１００
最大
１５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
７
最大
１０

通常
７
最大
１０

通常
７
最大
１０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２
最大
４

通常
２
最大
４

通常
２
最大
４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
４，０３８
最大
４，３００

通常
３，１０５
最大
３，２００

通常
１，４００
最大
１，５００

愛 媛 県 報平成２１年２月２７日 第２０４３号
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１生活排水口
変更なし

� �２工場排水口

� �５生活排水口（雨水）
変更なし

� �１０工業用水余水

�������
�愛媛県告示第２５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良

事業（県単独補助土地改良事業（農道）・中北野地区）の施行を平

成２１年２月１８日認可した。

平成２１年２月２７日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第２５５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、今治市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年２月２７日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（農
道） 寺男地区 平成２１年２月１６日

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ―

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 ―

最大 ０．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 ―

最大 ０．５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 ―

最大 ０．５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 ―

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６００

最大 ６００

通常 ０

最大 ２６，６００

備考 この他に、雨水排水口が３７箇所ある。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２，０９５

最大 ２４，７０５

通常 ２５，０００

最大 ２６，６００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～７．５

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５６．６

最大 ８０

通常 ５０．０

最大 ８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．３

最大 ４１

通常 ２５．０

最大 ４１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．８

最大 ５

通常 ２．４

最大 ５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９４

最大 ３

通常 ０．８３

最大 ３

処 理 施 設 の 能 力 １日あたり２５，０００立
方メートル処理

１日あたり２９，０００立
方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式
凝集加圧浮上・凝集
沈殿＋標準活性汚泥
＋凝集加圧浮上・凝
集沈殿＋二層濾過

凝集加圧浮上・凝集
沈殿＋標準活性汚泥
＋凝集加圧浮上・凝
集沈殿＋二層濾過

処理施設の使用時間間隔 連 続 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
５．５～７．６
最大

５．５～７．６

通常
５．８～７．５
最大

５．８～８．６

通常
５．５～８．６
最大

５．５～８．６

通常
５．８～８．６
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
７７６
最大
１，４００

通常
５６．６
最大
８０

通常
７１１
最大
１，４００

通常
５０．０
最大
８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
６６６
最大
１，３００

通常
２８．３
最大
４１

通常
６１９
最大
１，３００

通常
２５．０
最大
４１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
９２
最大
１７０

通常
２．８
最大
５

通常
８４
最大
１７０

通常
２．４
最大
５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
３
最大
８

通常
０．９４
最大
３

通常
２．７４
最大
８

通常
０．８３
最大
３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２３，４２６
最大
２６，０００

通常
２２，０９５
最大
２４，７０５

通常
２５，６１５
最大
２６，６００

通常
２５，０００
最大
２６，６００

愛 媛 県 報平成２１年２月２７日 第２０４３号
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�愛媛県告示第２５８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

八幡浜市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成２１年２月２７日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２５９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年２月２７日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

１ 指定年月日及び番号

平成２１年２月１２日 ２０大土建（道）第２号

２ 道路の位置

喜多郡内子町内子３５３２番２の一部

幅員 ６．００メートル

延長 ３６．４５メートル

３ 申請人の住所及び氏名

喜多郡内子町内子３５２７番地

大英通商

代表者 大伴 英明

４ 図面省略

�愛媛県告示第２５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上分三島線
四国中央市下柏町８５０番１地先から

同町８４７番３地先まで
平成２１年２月２７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山北条線 松山市道後北代１２７０番１ 平成２１年２月２７日

〃 〃 松山市道後北代１２７６番８ 〃

〃 〃
松山市道後北代１２７６番１１から

同市道後北代１２７６番１２まで
〃

〃 〃 松山市道後北代１２８０番８ 〃

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 菊 池 耕 治 八幡浜市日土町２番耕地１６７番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 金 口 晃 三 八幡浜市日土町３番耕地１３番地３
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平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居２３４番３から

同町土居２３８番２まで

旧 ２０．０～２６．５ ０．０２３

新 ２１．４～２９．５ ０．０２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居２３４番３から

同町土居２３８番２まで
平成２１年２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１７６番３から

同町土居１７５番３まで

旧 １８．５～２２．０ ０．０２５

新 ２０．５～２３．２ ０．０２５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１７６番３から

同町土居１７５番３まで
平成２１年２月２７日
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労働委員会公告

�公 告

労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第１８条第３号の規定によ

り調停の申請があったので、労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令

第４７８号）第７条第２項の規定により次のとおり公表する。

平成２１年２月２７日

愛媛県労働委員会

会長 白 石 喜 �

１ 申請年月日

平成２１年２月１２日

２ 関係当事者

申請者 松山市文京町１番

日本赤十字労働組合松山支部

執行委員長 山中 寄子

被申請者 松山市文京町１番

松山赤十字病院

院長 渕上 忠彦

�愛媛県告示第２６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１５９番４から

同町土居１６１番４まで

旧 １３．０～１５．８ ０．０２２

新 １４．２～１７．０ ０．０２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城川梼原線
西予市城川町土居１５９番４から

同町土居１６１番４まで
平成２１年２月２７日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年２月１２日 ＮＰＯ法人
愛媛がんサポートおれんじの会 松 本 陽 子 松山市古川南三丁目８番２４号 この法人は、がん患者・家族・遺族などが集い、

語り合い、学び合いを通してがんに立ち向かう
勇気と希望を見つけ出すことを願い、がんと向
き合う人たちへの情報提供に関する事業、がん
医療の向上を図る事業を通してがん患者の求め
ている医療環境、社会作りに寄与することを目
的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年２月１８日 特定非営利活動法人
愛媛昆虫類調査研究機構 菅 晃 松山市泉町１０９番地の３ この法人は、昆虫類の調査研究や環境保全に関

する事業を行い、昆虫類の分布・生態等の解明
や種の保存を図り、広く公益に寄与することを
目的とする。
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雑 報

正 誤

３ 事業の種別

医療業

４ 調停事項

一般職�・一般職�・医療職�の初任給の減額をしないこと

�公 告

環境影響評価書の縦覧について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第４１条第

２項及び愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年愛媛県規則第

２７号）第５２条の規定により読み替えて適用される同条例第２１条第２

項の規定により、次の都市計画事業に係る環境影響評価書（以下

「評価書」という。）を作成したので、同条例第４１条第２項及び同

規則第５２条の規定により読み替えて適用される同条例第２３条の規定

により、次のとおり公告し、評価書及び要約書を縦覧に供する。

平成２１年２月２７日

松山市長 中 村 時 広

１ 都市計画決定権者の名称

松山市

２ 都市計画対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 西クリーンセンター（熱回収施設）建替事業

� 種類 ごみ処理施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力 ４５０トン

３ 都市計画対象事業が実施されるべき区域

松山市大可賀

４ 関係地域の範囲

松山市

５ 評価書及び要約書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 松山市役所、西クリーンセンター、愛媛県庁

� 縦覧期間 平成２１年２月２７日から

平成２１年３月２６日まで

（土、日、祝日を除く。）

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

�正 誤

平成２１年２月１７日付け第２０４０号愛媛県告示第２１３号（義務付保の

同意を求めるための事前届出及び指定漁船調書の縦覧）中

ページ 箇 所 誤 正

１３２

（南予地方
局産業経済部
八幡浜支局管
内）表中
漁船損害等

補償法第１１３
条第１項の申
出をする漁業
協同組合の名
称欄

八幡浜業協同組合 八幡浜漁業協同組合

三崎業協同組合 三崎漁業協同組合

平成２１年２月２７日 発行
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